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公共工事の円滑な施工確保について
総務省自治行政局長
国土交通省不動産・建設経済局長

　公共工事に対する国民の信頼の確保や建設業の健全な発達を図るとともに、防災・減災、国土強

靱化対策の加速化等、国民の安全・安心を確保する取組を推進するためには、令和４年12月２日に

成立した令和４年度第２次補正予算も含め、今後の公共工事の入札及び契約を適正に実施し、円滑

かつ適切な執行を図ることが重要です。

　このため、公共工事の円滑な施工確保について、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律（平成12年法律第127号）第20条第２項に基づき、地方公共団体に対して別添のとおり要請

しましたのでお知らせします。

［別添］
１．計画的な発注や中長期的な公共工事の発注の見通しの作成・公表について

　　公共工事の適正な施工を確保するためには、良好な労働環境の整備等により工事に従事する技

能労働者の育成及び確保が図られることが重要であり、そのためには、技能労働者の適切な賃金

水準の確保を図ることはもとより、建設企業が将来の見通しをもちながら技能労働者等の安定し

た雇用・就業環境の形成を図ることができるよう、公共投資の安定的・持続的な見通しの確保を

図ることが必要である。

　　このため、各地方公共団体におかれては、計画的な社会資本整備や防災・減災、国土強靱化対

策等の実施のみならず、社会資本整備の担い手となる技能労働者の育成及び確保の観点からも、

中長期的な見通しのもとで、安定的・持続的な公共投資の確保を図るとともに、各工事における

諸手続にかかる期間等も考慮しつつ、計画的な発注や中長期的な公共工事の発注の見通しの作成

及び公表に努めること。
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２．適正な価格による契約について

（１）適正な予定価格の設定について

　　　予定価格の設定に当たっては、適切に作成された仕様書及び設計書に基づき、経済社会情勢

の変化を勘案し、賃金の上昇や資機材価格の高騰などを含む市場における労務及び資材等の最

新の実勢価格を適切に反映させつつ、建設発生土等の建設副産物の運搬・処分等に要する費用や、

法定福利費、公共工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するた

めの保険契約の保険料等、実際の施工に要する通常妥当な経費について、適正な積算を行うこと。

　　　加えて、予定価格に起因した入札不調・不落により再入札に付するときや入札に付そうとす

る工事と同種、類似の工事で入札不調・不落が生じているとき、災害により通常の積算の方法

によっては適正な予定価格の算定が困難と認めるときその他必要があると認めるときは、入札

に参加する者から当該入札に係る工事の全部又は一部の見積書を徴することその他の方法によ

り積算を行うことにより、適正な予定価格を定め、できる限り速やかに契約を締結するよう努

めること。

　　　また、公共建築工事においては、適正な予定価格の設定等の取組について以下の通知を行っ

ていることから、これらを参考に、実勢を踏まえた適正な積算を通じた予定価格の適正な設定

を図ること。

　　・「公共建築工事の円滑な施工確保に係る当面の取組について」（平成26年１月24日付け総行行

第12号・国営計第102号・国土入企第24号）

　　・「公共建築工事の円滑な施工確保について」（平成28年６月30日付け国土入企第７号）

　　・「公共工事の円滑な施工確保に向けた『営繕積算方式』の適切な運用について」（令和３年４

月23日付け国不入企第６号）

　　　なお、予定価格を設定する際に適正な積算に基づく設計書金額の一部を控除するいわゆる歩

切りについては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18号）第７条第１

項第１号の規定に違反すること、公共工事の品質や工事の安全の確保に支障をきたすとともに

建設業の健全な発達を阻害するおそれがあることから、これを厳に行わないこと。

（２）ダンピング対策の強化について

　　　ダンピング受注（その請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契

約の締結をいう。以下同じ。）は、工事の手抜き、下請業者へのしわ寄せ、公共工事に従事する

者の賃金その他の労働条件の悪化、安全対策の不徹底等の問題につながりやすく、公共工事の

品質確保に支障をきたすおそれがあるとともに、公共工事を実施する者が適正な利潤を確保で

きず、ひいては建設業の若年入職者の減少の原因となるなど、建設工事の担い手の育成及び確

保を困難とし、建設業の健全な発達を阻害するものである。

　　　そのため、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底することにより、

ダンピング受注を排除すること。低入札価格調査制度又は最低制限価格制度のどちらも未導入

の地方公共団体にあっては、早急に制度導入に向けた検討を行うこと。

　　　また、令和４年３月に「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用

連絡協議会モデル」が見直されたことを踏まえ、低入札価格調査基準（以下「調査基準価格」

という。）及び最低制限価格について、必要に応じてその算定方式の改定等により適切に見直す
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こと。

　　　特に、ダンピング受注による問題が生じていると疑われる場合には、算定方式の見直しにつ

いて速やかに検討すること。

（３）施工条件の適切な明示と必要となる経費の計上について

　　　工事の円滑な施工を確保するためには、工事目的物の仕様のほか、工事の施工条件を設計図

書に適切に明示し、関係者間の責任関係が明確化された対等な関係のもとで工事が適正に施工

されることが重要である。

　　　このため、工事に必要な施工条件（自然条件を含む。）等を設計図書に適切に明示すること。

あわせて、必要となる経費を適切に計上することにより、明示した施工条件と積算内容との整

合を図ること。

（４）設計変更・契約変更等の適切な実施について

　　　発注者・受注者間の対等性を確保し、公共工事の適正な施工を確保するためには、必要があ

ると認められるときに設計図書の変更を適切に行い、かつ、施工に必要な費用や工期が適切に

確保されることが重要である。

　　　このため、設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の状態が一致しない場合、用地取

得等、工事着手前に発注者が対応すべき事項に要する手続の期間が超過するなど設計図書に示

されていない施工条件について予期することができない特別な状態が生じた場合、災害の発生

などやむを得ない事由が生じた場合その他の場合において必要があると認められるときは、適

切に設計図書の変更を行うこと。

　　　さらに、工事内容の変更が必要となり、工事費用や工期に変動が生じた場合や、労務及び資

材等の価格の著しい変動、資材等の納期遅れ等により工事費用や工期の変更が必要となった場

合等には、施工に必要な費用や工期が適切に確保されるよう、公共工事標準請負契約約款に沿っ

た契約約款に基づき、必要な変更契約を適切に締結するものとし、この場合において、工期が

翌年度にわたることとなったときは、繰越明許費の活用その他の必要な措置を適切に行うこと。

特に、発注者からの指示等に基づき施工が進められており、設計図書の変更及びこれに伴って

請負代金の額や工期の変更が必要と認められる場合にも関わらず、請負代金の変更見込金額が

当初の請負代金額と比較して一定の割合を超えたことのみをもって設計変更に応じない、若し

くは設計変更に伴って必要と認められる請負代金の額や工期の変更を行わないことは、厳に慎

むこと。

　　　また、変更手続きを円滑に実施するため、設計変更が可能となる場合やその手続き等につい

て設計変更に関する指針（設計変更ガイドライン）の策定・公表に努めること。策定した指針

の内容は、特記仕様書に契約事項として取扱う旨を記載するなどの方法により、指針の適正な

履行が図られるよう努めること。
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３．適正な工期設定について

　　「工期に関する基準」（令和２年７月中央建設業審議会作成・勧告）等に基づき、工事の規模及

び難易度、地域の実情、自然条件、工事内容、施工条件のほか、工事に従事する者の休日、準備

期間、後片付け期間、降雨日などの作業不能日数等を考慮し、適正な工期の設定に努めること。

　　公共工事の円滑かつ適切な執行のためのみならず、建設産業が魅力的な産業として将来にわたっ

てその担い手を確保していくためにも、長時間労働の是正や週休２日の推進は不可欠である。特に、

令和６年度より労働基準法（昭和22年法律第49号）の時間外労働上限規制が建設業にも適用され

ることも踏まえ、発注者として、長時間労働を防ぎ週休２日が確保されることを前提とした工期

を設定すること。また、その際に必要となる労務費や機械経費、共通仮設費、現場管理費などを

請負代金に適切に反映すること。

　　また、労働力や資材・機材等の確保のため、実工期を柔軟に設定できる余裕期間制度の活用など、

契約上の工夫を行うよう努めること。

　　なお、工期の設定に当たって考慮した内容については、適切に設計図書に反映し、明示するよ

う努めること。

４．急激な物価変動等を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保等について

　　今般の急激な物価変動等を背景に、予定価格が実勢と乖離することや工事契約後の想定外の資

材高騰・納期遅延により、円滑な施工の確保に支障をきたすおそれがあるため、次に掲げる取組

を実施する等の対応に努めること。

　〇積算に用いる資材単価については、以下に例示する対応を取ること等により、地域の実情や市

場における最新の実勢価格を適切に反映できるよう努めること。

　　・民間調査会社が作成する物価資料を活用している場合には、当該物価資料の毎月の改定にあ

わせて、月毎など適時に改定を行うこと。

　　・独自調査（民間調査会社等に委託する場合を含む。）を実施した上で資材単価を設定している

場合にあっては、物価変動の状況、資材の工事における使用頻度等を踏まえ、調査時期の前

倒しや、月毎に調査を実施するなど調査頻度の増加等の対応をとること。

　　・個別工事の積算に当たって、可能な限り入札日に近い時点における最新の単価を適用すること。

　　・調達が厳しい資材等は必要に応じて見積書を積極的に活用すること。

　〇最新の公共工事設計労務単価が公表された際の早期活用や発注手続き中の工事への適用を行う

ことにより、労務費の最新の実勢価格を適切に反映できるよう努めること。

　〇工期の設定に当たっては、資機材の納期を勘案した工期の設定を行うほか、受注者の責によら

ない事情により納期が遅れる場合には、工期延期等により必要な工期が確保されるよう措置を

講ずること。

　〇今後契約する工事については、契約後の資材や労務費の高騰等の変動に備えたいわゆるスライ

ド条項（公共工事標準請負契約約款第26条）を設定するとともに、既契約工事においては設定

されているスライド条項の適用や受注者からの協議の申出等について適切に対応すること。
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５．施工時期の平準化について

　　施工時期の平準化は、円滑な施工確保に資することに加え、年間を通じた工事量の安定による

工事に従事する者の処遇改善や、人材・資材・機材等の効率的な活用促進による建設業者の経営

の健全化等に寄与し、ひいては公共工事の品質確保につながるものである。このため、１．でも

述べた計画的な発注や中長期的な公共工事の発注の見通しの作成及び公表のほか、余裕期間制度

の活用などによる柔軟な工期の設定、積算の前倒し、工期が１年以上の公共工事のみならず工期

が１年に満たない公共工事についての繰越明許費や債務負担行為の活用による翌年度にわたる工

期設定などの措置を講ずることにより、施工時期の平準化を図ること。

　　その際、「地方公共団体における土木部局以外の部局による平準化の取組及び部局間連携の推進

について（通知）」（令和２年９月３日付け総行行第226号・国不入企第12号）を踏まえ、財政部

局のほか、農林や教育など土木以外の部局を含め、各発注担当部局が緊密に連携して、施工時期

の平準化を図るために必要な取組を進めること。

６．技術者・技能者等の効率的活用について

（１）地域の実情等に応じた適切な規模での発注について

　　　工事の発注量や労務の需給に係る状況等から技術者や技能労働者の不足が懸念される地域で

は、技術者等を有効活用するため、複数の工区をまとめて発注するなど、地域の実情等に応じ

て適切な規模での発注を行うこと。

　　　なお、復旧・復興事業による工事量の増大が見込まれる被災地域等においては、当該地域に

おける建設業者数や技術者数等を踏まえ、適切な規模での発注が行われるよう特に配慮すると

ともに、状況に応じた適切な地域要件の設定、後述するＪＶ制度の活用等、必要な対策を機動

的に講じること。

（２）技術者の専任等に係る取扱いについて

　　　監理技術者等の専任に係る取扱い、現場代理人の常駐義務緩和に関する運用及び監理技術者

等の専任を要しない期間の設定等については、「監理技術者制度運用マニュアル」（令和２年９

月30日付け国不建第130号）における趣旨や、建設業法（昭和24年法律第100号）に基づく監

理技術者の専任義務及び主任技術者の配置義務等の工事現場の技術者に関する規制を踏まえ、

また「主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化について」（平成30年12月３日付け国土

建第309号）も参考に、適切に対応すること。

（３）ＪＶ制度の活用について

　　　共同企業体（ＪＶ）は工事の安定的施工の確保を図る上で有効なものである。一方で過去に

その弊害も指摘されていることから、活用に当たっては、共同企業体運用準則（「共同企業体の

在り方について」（昭和62年８月17日付け建設省中建審発第12号、最終改正令和４年５月20日

付け国土交通省中建審第６号）第二）に従った共同企業体運用基準を各団体において策定及び

公表した上で、これに基づき活用すること。

　　　また、令和４年５月20日に、大規模災害の被災地域における施工体制の確保を図る場合に活
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用する復旧・復興建設工事共同企業体（以下「復旧・復興ＪＶ」という。）が共同企業体運用準

則に新たに位置づけられているので、大規模災害発生時の技術者・技能者の不足や建設工事需

要の急増等への対応として、被災地域の地元の建設企業の施工力を強化するために必要な場合

には、適宜これを活用すること。その際、共同企業体運用準則のほか、「復旧・復興建設工事共

同企業体の取扱いについて」（令和４年７月29日付け国不入企第24号）にて復旧・復興ＪＶの

取扱いについて通知しているところであるので、これに基づき適切に運用すること。

７．入札契約手続の迅速化等について

　　入札契約手続の迅速化等を通じた着実な事務の執行を図るため、入札公告等の準備行為の前倒

し、総合評価落札方式における提出資料の簡素化や技術審査・評価業務の効率化、事業執行の迅

速化や効率化に資する適切な規模での発注、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条

の２第１項第８号に基づく随意契約（いわゆる不調随契・不落随契）の活用等により、事務の改

善及び効率化に努めること。

　　特に災害復旧事業については、手続きの透明性・公正性等にも配慮しつつ、相当数の事業に係

る入札及び契約を短期集中的に行う必要があることから、平成29年７月に国土交通省において策

定された「災害復旧における入札契約方式の適用ガイドライン」も参考として、応急復旧事業や

緊急度が極めて高い本復旧事業について随意契約（地方自治法施行令第167条の２第１項第５号）

を、それ以外の復旧事業について指名競争入札方式を活用する等により、可能な限り手続に要す

る期間の短縮に努めること。

８．地域の建設業者の受注機会の確保について

　　官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年法律第97号）に基づく「令

和４年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（令和４年８月26日閣議決定）を踏まえ、

地域の建設業者の活用により円滑かつ効率的な施工が期待できる工事等の発注に当たっては、適

切な地域要件の設定、地域への精通度等の適切な企業評価に努めるなど、引き続き地域の建設業

者の受注機会の確保に努めること。

９．建設業者の資金調達の円滑化のための取組について

　　建設企業が公共工事を円滑に実施するためには、当該建設企業が着工に必要な人員・資機材等

を円滑に確保できるよう、前金払（中間前金払を含む。以下同じ。）を適切に実施することが重要

であることから、未導入の団体については早急にその導入を図り、導入済の団体についても支払

限度額を見直すとともに、地方自治法施行令等の規定により前金払をすることができる工事につ

いては、受注者である建設企業の意向も踏まえ、できる限り速やかに前金払を行うほか、中間前

金払制度の手続の簡素化・迅速化など、前金払の迅速かつ円滑な実施に努めること。

　　また、地域建設業経営強化融資制度について、引き続き積極的な活用に努めるとともに、本制

度の趣旨を踏まえ、債権譲渡の承諾手続の迅速な運用に努めること。
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10．就労環境の改善について

　　令和４年12月２日に成立した令和４年度第２次補正予算等による経済効果の早期発現のために

は、発注者から元請企業、下請企業を通じて建設労働者に至るまで適切に支払が行われることが

重要である。そのため、「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」（令和４年２月18日付

け国不入企第35号）を踏まえ、適切な価格での契約に努めるとともに、「建設業における社会保

険等未加入対策について」（平成28年６月16日付け総行行第123号・国土入企第６号）、「公共工

事における社会保険等未加入対策について」（平成29年２月28日付け国土入企第26号）及び「請

負代金内訳書における法定福利費の明示による法定福利費の適切な支払いのための取組について」

（令和３年12月１日付け総行行第419号・国不入企第33号）を踏まえ、社会保険等未加入業者の

排除や請負代金内訳書における法定福利費の明示の取組等により技能労働者等への適切な水準の

賃金や法定福利費の支払等を促進すること。また、前払金・中間前払金の活用、適正な工期の設

定や柔軟な設計変更などにより建設労働者の就労環境の改善に努めること。

11．地域の建設業団体等との緊密な連携について

　　地域の建設企業が円滑に施工を行うことができる環境の整備により「防災・減災、国土強靱化

のための５か年加速化対策」等による事業の着実な実施が図られるよう、地域の建設業団体等と

の意見交換等を通じた緊密な連携を図ることにより、公共工事の受注環境等の把握に努め、工事

の円滑な発注や入札・契約の適正化等に努めること。

12．公共工事に関する調査及び設計の円滑な実施について

　　災害時をはじめとして、公共工事の円滑な施工確保のためには、公共工事に関する測量、地質

その他の調査及び設計の円滑な実施が重要な役割を果たすものであることから、調査及び設計の

発注に当たっては、公共工事と同様に、適正な予定価格の設定、ダンピング対策の強化、適切な

条件明示と必要な経費の計上、設計変更等の適切な実施、適正な履行期間の設定、実施時期の平

準化、災害復旧事業における入札契約手続の迅速化、地域の業者の受注機会の確保、資金調達の

円滑化のための取組、技術者等の就労環境の改善等に努めること。
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岡 山 県 建 設 政 治 連 盟
自由民主党岡山県建設業支部 の収支報告について

　政治団体の決算は、政治資金規正法の規定により暦年となっており、決算終了後３ヶ月以内に収支報告

を岡山県選挙管理委員会に提出することが義務付けられております。

　「岡山県建設政治連盟」「自由民主党岡山県建設業支部」両政治団体の令和４年度決算についてさる１月

18日に監査を受け、２月 27日に開催された地区代表者会において承認を得ましたので、その概要を掲

載いたします。

○岡山県建設政治連盟

○自由民主党岡山県建設業支部

令和４年度収支報告書 自　Ｒ４．１．１
至　Ｒ４．12．31　（単位：円）

令和４年度収支報告書 自　Ｒ４．１．１
至　Ｒ４．12．31　（単位：円）

収入の部

支出の部

支出の部

収入の部

1,665,000
53

6,079,974
7,745,027

1,665,000
50

6,079,974
7,745,024

0
3
0
3

3,000円×555名
預金利子

47,890
1,304,794
1,352,684

50,000
7,695,024
7,745,024

△ 2,110
△ 6,390,230
△ 6,392,340

会費請求書用紙印刷代他

162,500
0

183,075
345,575

657,800
1

183,075
840,876

△ 495,300
△ 1
0

△ 495,301

預金利子

330
0

330

330
840,546
840,876

0
△ 840,546
△ 840,546

残高証明書発行手数料
党費還付金

翌年度への繰越額　7,745,027円－1,352,684円＝6,392,343円

翌年度への繰越額　345,575円－330円＝345,245円
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岡山県下公共工事の動向〈２月分〉

西日本建設業保証㈱岡山支店
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独立行政法人勤労者退職金共済機構
　建 退 共 岡 山 県 支 部 
http://okayama-kentaikyo.jp/

建退共の被共済者から中退共へ移動通算時の留意事項
（電子申請方式による掛金充当がある場合）

　電子申請方式を利用して掛金充当をしている建退共の被共済者を中退共（中小企業退職金共済制度）
の被共済者へ変更して移動通算の申し出をする場合、次の点にご留意いただくようお願いします。

記

１　移動通算の申し出の時点で建退共での掛金納付は完了済とみなされます。

２　申し出後に電子申請方式による就労実績報告がなされたとしても、その報告に係る掛金充当実績
は、移動先の退職金制度に移動通算することができません。

３　自社で電子申請方式による掛金充当を行っている、または元請が電子申請方式による掛金充当を
行っている下請工事現場がある共済契約者にあっては、移動通算の申し出を行う被共済者について、
電子申請による掛金充当が完了（中退共制度への加入の前日までの就労分全て）したことを確認した
後、移動通算の申し出をしてください。

４　電子申請による掛金充当状況については、自社が電子申請方式利用者である場合は、「電子申請専
用サイト」から確認することができます。

　　自社が電子申請方式利用者でない場合は、元請または上位下請から交付された「掛金充当書」で確
認してください。

①　自社で就労実績ファイルを作成
　　　　　                            ↓
②　元請または上位下請へ提出（上位下請はさらに元請へ提出）
　　　　　                            ↓
③　元請が建退共へ就労実績ファイルを提出
　　　　　                            ↓
④　建退共が掛金充当処理及び「掛金充当書」を発行
　　　　　                            ↓
⑤　元請または上位下請から「掛金充当書」を受領
　　　　　                            ↓
⑥　電子申請方式による掛金充当が全て完了していることを確認
　　　　　                            ↓
⑦　中退共へ「移動通算申出書」を提出

元請が電子申請を利用している場合の具体的な手続きの流れ

（建退共だより）



13

（法律相談コーナー）

第153回　従業員のＳＮＳの利用について
●相談内容●
　　

ＳＮＳ利用のリスク
　現在は、誰しもが全世界に情報を発信できる手段を持っている時代です。し
かし、情報を発信したらどうなるか、受け手がどう感じるかといった視点での
検討は社会全体で未熟な状態です。従業員がＳＮＳで発信をすることによって
ニュースになるような社会問題を引き起こすリスクだけでなく、会社が秘密と
している情報の漏洩、会社の評判を落とす内容の投稿がなされるリスクがあり
ます。
ＳＮＳの利用は制限できる？
　従業員による不適切な投稿をなくすためには、そもそも従業員のＳＮＳの利
用を禁止するということが考えられます。
　ＳＮＳの利用のうち業務に関係ないものについては、業務時間中の利用を禁
止することは可能ですし、業務で使用するパソコンでのＳＮＳの利用を全面的
に禁止することは可能です。就業規則に、業務で使用するパソコンの不適切利
用を防ぐためのモニタリング規程を置くのも効果的でしょう。
　しかし、業務時間外の従業員個人の通信媒体を使ったＳＮＳの利用は、制限
をすることができません。というのも、このようなＳＮＳの利用はプライベー
トなものです。そのため、会社が利用に介入することは、むしろ会社が当該従
業員に対して損害賠償をしなくてはならない場合が生じます。
　従業員が利用しているＳＮＳのアカウントを監視することも、個への介入で
あり、あってはなりません。
事後的な対応について
　不適切な投稿がなされてしまった場合には、様々な対応が考えられます。例
えば会社の信用を失墜させたこと懲戒事由としてあらかじめ就業規則に定めて
おくことによって、懲戒処分をすることが考えられます。
　また、会社に損害が発生した場合には、従業員に対して損害賠償請求をする
ことも考えられます。もっとも、会社の従業員に対する損害賠償請求は、損害
の一部に請求額が制限されるケースが多いため、損害の全額の賠償を求めるこ
とはできないと考えたほうがいいと思います。
事前に対応するには
　事後的な対応ができるとはいえ、やはり会社への損害を考慮すれば、ＳＮＳ
での不適切な投稿は未然に防ぎたいものです。
　事前に不適切な投稿を防ぐためには、従業員１人１人、そして会社全体のコ
ンプライアンス意識を向上させることが最も大事です。コンプライアンス意識
が浸透すれば情報漏洩などはしないですし、私見ですが、高いコンプライアン
ス意識を持った環境のもとで充実して業務ができている人は、変に目立とうな
どと考えて不適切な投稿をすることはないと思います。
　社内のコンプライアンス意識を高めるためには、研修が効果的です。ＳＮＳ
の利用に限らず、コンプライアンスについて学んで、社外から見ても社内にい
ても素晴らしいといえる会社を目指しましょう。

〇回　　答〇

弁護士　小林裕彦
（岡山弁護士会所属）

昭和59年一橋大学法学部卒業後労
働省（現厚生労働省）入省。平成元
年司法試験合格。平成４年弁護士
登録。会社顧問業務、企業法務、訴
訟関係業務、行政関係業務、破産
管財人、民事再生監督委員、地方自
治体包括外部監査業務などを主に
取り扱う。

　昨今、ＳＮＳでの投稿が火種となって社会問題となり、投稿者の個人情報が特定されるということ
を見ます。もし会社の従業員が不適切な投稿をして当社の評判を落としたり、当社に損害を与えたり
といったことが発生しないようにどのような対策をしたらよいでしょうか。
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　令和５年度に実施される技術検定・受験準備講習会等の実施機関と日程は次のとおりです。
　受検・受講を希望される方は参考にしてください。

試　験 受験準備講習会等

土地区画整理士技術検定

℡　(03)3235-3601

◎　１・２級建設機械施工管理技術検定（筆記）
受験対策eラーニング講座
主催　（一財）建設物価調査会

１・２級建設機械施工管理技術検定

◎　建設業経理事務士特別研修（３級・４級）
主催　（一財）建設業振興基金
https://www.keiri-kentei.jp/training/
℡ （03）5473-4581

（一財）建設業振興基金

令和５年度

技術検定・受験準備講習会等の日程について

１・２級土木施工管理技術検定 ◎　１・２級土木施工管理技術検定（１級第１次、
１・２級管工事施工管理技術検定 ２級種別：土木）受験準備講習会
１・２級電気通信工事施工管理技術検定 主催　（公財）岡山県建設技術センター　
１・２級造園施工管理技術検定 https://www.octc.or.jp/

℡　(086)284-4510
《指定試験機関》

（一財）全国建設研修センター　
https://www.jctc.jp/ ◎　１・２級建築、管工事、電気工事、電気通信
℡　 土   木  (042)300-6860 工事施工管理技術検定（第１次・第２次）

管工事  (042)300-6855 及び１級土木施工管理技術検定（第2次）
電気通信工事  (042)300-0205 受験準備講習会
造園・土地区画整理士　 (042)300-6866 主催　（一財）地域開発研究所

https://www.ias.or.jp/jyuken/

１・２級建築施工管理技術検定
１・２級電気工事施工管理技術検定

《指定試験機関》
（一財）建設業振興基金
https://www.fcip-shiken.jp/
 ℡　試験研修本部  (03)5473-1581

講習会業務代行（株）建設物価サービス

https://book.kensetu-navi.com/

建設業経理士検定・建設業経理事務士

https://www.keiri-kentei.jp/
 ℡（03）5473-4581

℡　(03)5649-8581
《指定試験機関》

（一社）日本建設機械施工協会
https://jcmanet-shiken.jp/
 ℡　試験部  (03)3433-1575
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申込受付期間

※消印有効

第１次検定 R5.7.2 R5.8.9
第２次検定 R5.10.1 R6.1.12
第１次検定(前期)(種別土木) R5.2.17 R5.3.1～3.15 R5.6.4 R5.7.4
第１次検定(後期) R5.11.30
第１次検定・第２次検定 1次R5.11.30/2次R6.2.7

第２次検定 R6.2.7

第１次検定 R5.9.3 R5.10.5
第２次検定 R5.12.3 R6.3.6
第１次検定(前期) R5.2.17 R5.3.1～3.15 R5.6.4 R5.7.4
第１次検定(後期) R6.1.5
第１次検定・第２次検定 1次R6.1.5/2次R6.3.6

第２次検定 R6.3.6

第１次検定 R5.9.3 R5.10.5
第２次検定 R5.12.3 R6.3.6
第１次検定(前期) R5.2.17 R5.3.1～3.15 R5.6.4 R5.7.4
第１次検定(後期) R6.1.5
第１次検定・第２次検定 1次R6.1.5/2次R6.3.6

第２次検定 R6.3.6

第１次検定 R5.9.3 R5.10.5
第２次検定 R5.12.3 R6.3.6
第１次検定(前期) R5.2.17 R5.3.1～3.15 R5.6.4 R5.7.4
第１次検定(後期) R6.1.5
第１次検定・第２次検定 1次R6.1.5/2次R6.3.6

第２次検定 R6.3.6

第１次検定 R5.6.11 R5.7.14
第２次検定(第１次検定免除者) R5.10.15 R6.2.2
第１次検定(前期) R5.1.13 R5.1.27～2.10 R5.6.11 R5.7.14
第１次検定(後期) R5.12.22
第１次検定・第２次検定

第２次検定(第１次検定免除者)

第１次検定 R5.7.31（予定）

第２次検定(筆記)
第２次検定(実技) R5.8月下旬～9月中旬

第１次検定 R5.7.31（予定）

第２次検定(筆記)
第２次検定(実技) R5.8月下旬～9月中旬

（一社）岡山県建設業協会※窓口販売のみ

令和５年度技術検定　実施日程・願書販売先（書面受付の場合）

インターネット申込・技術検定の詳細については各機関にお問い合わせ下さい

級
別

申込書販売開始※郵送販売は7日前に締切
実施機関 試験日 合格発表日

申込書販売場所

土
　
　
木

１
級

R5.2.17

(一財)全国建設研修センター
土木試験課

TEL(042)300-6860

R5.3.17～3.31

２
級 R5.6.19 R5.7.5～7.19 R5.10.22

（公財）岡山県建設技術センター

※詳細については実施機関にお問い合わせ下さいTEL（086）284-4510
（一財）全国建設研修センター（右記）

管
　
工
　
事

１
級

R5.4.10

(一財)全国建設研修センター
管工事試験課

TEL(042)300-6855

R5.5.8～5.22

２
級 R5.6.26 R5.7.11～7.25 R5.11.19

（公財）岡山県建設技術センター

※詳細については実施機関にお問い合わせ下さいTEL（086）284-4510
（一財）全国建設研修センター（右記）

電
気
通
信
工
事

１
級

R5.4.10

(一財)全国建設研修センター
電気通信工事試験課
TEL(042)300-0205

R5.5.8～5.22

２
級 R5.6.26 R5.7.11～7.25 R5.11.19

（公財）岡山県建設技術センター

※詳細については実施機関にお問い合わせ下さいTEL（086）284-4510
（一財）全国建設研修センター（右記）

造
　
　
園

１
級

R5.4.10

(一財)全国建設研修センター
　造園試験課

TEL(042)300-6866

R5.5.8～5.22

２
級 R5.6.26 R5.7.11～7.25 R5.11.19

（公財）岡山県建設技術センター

※詳細については実施機関にお問い合わせ下さいTEL（086）284-4510
（一財）全国建設研修センター（右記）

建
築
・
電
気
工
事

１
級

R5.1.13

(一財)建設業振興基金
試験研修本部

TEL(03)5473-1581

R5.1.27～2.10

２
級 R5.6.30 R5.7.14～7.28 R5.11.12

R6.2.2

（公財）岡山県建設技術センター

※詳細については実施機関にお問い合わせ下さいTEL（086）284-4510
（一財）建設業振興基金（右記）

１
級

R5.2.1 R5.2.15～3.31
建
設
機
械

２
級

(一社)日本建設機械施工協会
試験部

TEL(03)3433-1575

R5.11.16（予定）

R5.6.18
R5.11.16（予定）

※詳細については実施機関にお問い合わせ下さい
TEL（086）225-4133

（一社）日本建設機械施工協会中国支部

TEL（082）221-6841

R5.6.18
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（建設業福祉共済団からのお知らせ）

URL:https://www.kyousaidan.or.jp/



17

（建設業総合補償制度のご案内）
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（岡山県からのお知らせ）

春の交通安全県民運動春の交通安全県民運動

岡山県・岡山県交通安全対策協議会

「交通ルール　守って笑顔　晴れの国」
令和５年５月 11日（木）～５月 20日（土）

【重点目標】

　　　〇全国共通の重点目標

　　　　・子どもを始めとする歩行者の安全の確保

　　　　・横断歩行者事故等の防止と安全運転意識の向上

　　　　・自転車のヘルメット着用と交通ルール遵守の徹底

　　　〇岡山県の重点目標

　　　　・横断歩行者優先の徹底

　　　　・運転中のスマートフォン等使用禁止の徹底

　　　　・スピードダウンの励行

　　　　・自転車の安全利用とヘルメット着用に向けた理解の促進

　　　〇自主重点目標

　　　　・交差点における安全な通行の徹底

交通事故死ゼロを目指す日　５月 20日（土）
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5．2． 9
5．2．10
5．2．17
5．2．17
5．2．20
5．2．21
5．2．22
5．2．27

岡山保証事業審議会
全建　総務委員会（東京）
岡山県防災会議
（公財）岡山県建設技術センター研修協議会
正副会長会
技術研究委員会　合同会議
岡山県建築住宅センター㈱取締役会
理事会

一般社団法人 岡山県建設業協会　　〒700-0827　岡山市北区平和町５番 10号
　TEL（086）225 - 4131　                           　　  URL : http://www.okakenkyo.jp

　FAX（086）225 - 5388　                           　　  E-mail : info@okakenkyo.jp

　　　　

発行

協　会　日　誌

とれたて  おかやま  いただきます！ 地産地消
進めよう！

おかやま


